

































・最高裁平成 16年 4月 26日判決（民集 58巻 4号 989頁）：輸入届出に
かかる食品等が食品衛生法に違反する旨の通知
・最高裁平成 17年 4月 14日判決（民集 59巻 3号 491頁）：過誤納免許
登録税につき税務署長に通知すべき旨の請求に対する拒否通知
・最高裁平成 17年 7月 15日判決（民集 59巻 6号 1661頁）：病院開設
中止勧告
・最高裁平成 17年 10月 25日判決（集民 218号 91頁）：病床数削減勧告
・最高裁平成 20年 9月 10日判決（民集 62巻 8号 2029頁）：土地区画
整理事業計画
・最高裁平成 21年 11月 26日判決（民集 63巻 9号 2124頁）：公立保育
所廃止条例



























降に最高裁判所が処分性を否定した判決としては，①最判平成 18年 7月 14日民
集 60巻 6号 2369頁（水道料金改訂条例の処分性を否定），②最判平成 21年 4月
17日民集 63巻 4号 638頁（出生した子につき住民票の記載を求める親からの申
出に対し特別区の区長がした上記記載をしない旨の応答の処分性を否定），③最
判平成 23年 6月 14日集民 237号 21頁（私営老人福祉施設民営化の相手方事業
者として選定しない旨の通知の処分性を否定）などがある。








































大と取消訴訟の排他的管轄―仕組み解釈に対する均衡解釈論」東洋法学 57巻 1 
号（2013年）51頁以下，同「処分性拡大判例の系譜―土地利用計画関係の判例












【A】最高裁平成 16年 4月 26日判決（以下，「食品衛生法違反通知判決」
という。）
【B】最高裁平成 17年 7月 15日判決（以下，「病院開設中止勧告判決」
という。）
【C】最高裁平成 17年 10月 25日判決（以下，「病床削減勧告判決」と
いう。）
















































に先行する通知につき，その処分性を肯定した最高裁昭和 54年 12月 25




は関税定率法 21条 1項 3号（現在の関税法 69条の 11第 1項 7号）に定
める「公安又は風俗を害すべき書籍，図画，彫刻物その他の物品」に該当






























後に同じく輸入禁制品該当通知が争われた最高裁昭和 59年 12月 12日
判決（民集 38巻 12号 1308頁。以下「輸入禁制品該当通知判決Ⅱ」という。）
では，通知の処分性が肯定される理由を「輸入手続において，貨物の輸入


















































































































































































































































































































































































































































（32） 橋本博之「判批」環境法判例百選［第 2版］別冊ジュリスト 206号（2011年）
217頁。
（33） 山下竜一「判批」行政判例百選Ⅱ［第 6版］別冊ジュリスト 212号（2012年）
331頁。





















































































































































































































流を禁止した条例にかかる大阪高判平成 17年 11月 24日判自 279号 74頁（及び，





































































































































































































































































































































































































































































































































































る」べきものであろう（51）。実際，最高裁判所は，最高裁平成 18年 7月 14
日判決（民集 60巻 6号 2369頁）において，町営水道事業の水道料金改正
条例の処分性を否定しており，法令により直接かつ具体的な不利益を被っ






































訟（当事者訴訟）のデメリット（① ’ 第三者効が認められず，② ’ 当事者
（53） 趙前掲注（7）・66頁は，「当事者訴訟への抗告訴訟に関する規定の準用を定め








1310号（2006年）9頁）もあるが，最判平成 17年 10月 25日集民 218号 91頁 
における藤田宙靖裁判官補足意見は「行政事件訴訟法の定めるところに従い取消
訴訟の対象とする以上は，この行為を取消訴訟外において争うことはやはりでき
ないものというべきであって，こうした取消訴訟の排他的管轄に伴う遮断効は（こ
れを公定力の名で呼ぶか否かはともかく）否定できないものというべきである」
とする。私見によれば，取消訴訟の出訴期間は行訴法に規定されているもので，
処分性が認められる行為を取消訴訟で争う場合には，出訴期間の規定が適用され
るとせざるを得ないが，違法性の承継の制限は出訴期間に由来するものの，明文
で規定されているわけでもなく，例外が認められないというわけでもないので，
別途検討する余地があるのではないだろうか。
－ 66－
訴訟における仮の救済については裁判例の蓄積も少なく，仮の救済が得ら
れるかどうか，不確定性が極めて大きい（55））と，メリット（③ ’ 出訴期間
の制限に服さず，④ ’ 違法性の承継の制約がない）ということになる。こ
のような違いがあるので，抗告訴訟によるべきか，当事者訴訟によるべき
かについては，決して看過できる問題ではない。
取消訴訟と確認訴訟（当事者訴訟）の選択＝処分性の有無の認定に際し
て，これらのメリット・デメリットをどのように考慮すべきか，そもそも
考慮することが許されるのか，ということについても検討の必要があるよ
うに思われるが，これらは今後の課題としたい。
（55） ただし，下井前掲注（19）・49頁は，仮の救済が制限されることを，取消訴訟
のデメリットとして挙げている。
